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業界名称 団体名称 実績・文献等

平成25年度巨大地震発生時における災害廃棄物対策検討委員会（第３回）

東日本大震災による施設被害状況調査

一般社団法人全国清掃事業連合会 東日本大震災の被災地で支援活動を展開 岩手県大槌町を中心に延べ720名でダンプ969台分の災害廃棄物を撤去

一般財団法人日本環境衛生センター 月刊誌「生活と環境」の2011年7月号、11月号、12月号、2012年3月号（ハエ蚊の対策、災害廃棄物関連の情報を発
信。）

平成25年度巨大地震発生時における災害廃棄物対策検討委員会（第２回）

出版物「いんだすと」2011年6月号、7月号、12月号（東日本大震災における災害廃棄物処理の情報を発信）
出版物「いんだすと」2014年5月号（「大規模災害と廃棄物処理」の特集）

公益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団 なし

公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター 東日本大震災により発生した災害廃棄物の処理を支援するために「JW災害廃棄物処理支援システム」
（JW災害支援システム）を提供

一般社団法人日本建設業連合会（日建連） 東日本大震災　災害廃棄物処理の報告　.災害廃棄物処理事業の取り組み

一般財団法人全国建設業協会 東日本大震災（平成23年3月）における災害対応状況

一般財団法人全国中小建設業協会 全中建東日本大震災対策協力本部を設置

解体業界 公益社団法人全国解体工事業団体連合会 「被災地解体工事アドバイザー事業」（国土交通省）にアドバイザーを派遣し協力。
「震災復興現場解体工事講習会」（国土交通省）に講師として参加協力。

公益社団法人全日本トラック協会 東日本大震災における緊急支援物資輸送活動の記録

公益社団法人鉄道貨物協会 JR貨物環境レポート

日本内航海運総連合会 災害対策等の実施

全国海運組合連合会 2011/3　がれき等の運送について

公益社団法人日本ロジスティックスシステム協会 東日本だ震災に関するJILSとしての要望、提言

一般社団法人日本物流団体連合会 第13回環境物流大賞　宮古市から東京へ震災瓦礫輸送

公益社団法人全国通運連盟 東日本大震災に伴う救援物資の「無賃扱い」輸送の助成受付開始のご案内について(2011.7.6)

一般社団法人日本港運協会 東日本大震災に関する災害対策本部の設置

セメント業界 一般社団法人セメント協会 被災地の災害廃棄物の処理に対する協力について（会長談話）

特定非営利活動法人全国木材資源リサイクル協会連合会 災害廃棄物対応ワーキンググループの設置

特定非営利活動法人全日本自動車リサイクル事業連合会 第7回全日本自動車リサイクル事業連合会定期総会の報告及び懇親会、被災地訪問について

リサイクルポート推進協議会 平成25年度巨大地震発生時における災害廃棄物対策検討委員会（第２回）

一般社団法人日本マリン事業協会（旧日本舟艇工業会） 「東日本大震災による被災小型船舶再生支援プロジェクト」

一般社団法人石膏ボード工業会 石膏ボード製品におけるアスベストの含有について

日本製紙連合会 東北4工場が被災　

電気事業連合会 東日本大震災によるエネルギー供給インフラ設備の被害状況

一般社団法人日本環境衛生施設工業会 平成25年度巨大地震発生時における災害廃棄物対策検討委員会（第２回）

一般社団法人環境衛生施設維持管理業協会 平成25年度巨大地震発生時における災害廃棄物対策検討委員会　（添付資料）

一般社団法人日本産業機械工業会 震災復興と経済再生に向けて（PDFファイル）（平成23年11月24日　関西大会）

一般社団法人日本建設機械工業会 2011年3月15日 建機工 震災相談窓口設置のお知らせ 

一般社団法人日本建設機械施工協会 建設の施工企画　2012年1月号№743
『東日本大震災～初動の記録～災害時ノウハウ集』（堤　盛良）を掲載

レンタル・リース業界 一般社団法人日本建設機械レンタル協会
（全国建設機械器具リース業協会）

福島県知事より東日本大震災および原子力災害に対する支援物資の提供に関し感謝状の贈呈

公益社団法人全国都市清掃会議

産業廃棄物処理業界

建設業界

一般廃棄物処理業界

プラント関連業界

リサイクル業界

輸送業界

公益社団法人全国産業廃棄物連合会
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業界名称 団体名称 実績・文献等

燃料業界 一般社団法人全国石油協会 被災業者に対する補助事業、並びに中核スタンド策定

薬品業界 日本製薬工業協会 東日本大震災への救済支援について

一般社団法人日本消火器工業会 「消火器の処理報告」

全国アスベスト適正処理協議会 「東日本大震災における教訓と今後のアスベスト適正処理の提言」

全国環境整備事業協同組合連合会 東日本大震災無償団体救援活動報告

一般社団法人浄化槽システム協会 平成23年度版および24年度版「浄化槽普及促進ハンドブック」（東日本大震災における浄化槽対応に関する情報を
発信）

一般社団法人全国浄化槽団体連合会 「災害時における浄化槽の点検･復旧等に関する応援協定」のひな型や、「浄化槽被害状況確認チェックシート」

日本環境保全協会 日本環境保全協会の災害復旧支援活動を踏まえた課題と対策

公益社団法人におい・かおり環境協会 東日本大震災関連資料

公益社団法人日本ペストコントール協会 東日本大震災防疫活動報告書（平成24年5月発行）

一般社団法人日本住宅協会 機関紙「住宅」にて震災特集

公益社団法人日本水道協会 平成23年（2011年）東日本大震災における管本体と管路付属設備の被害調査報告書

公益社団法人日本下水道協会 東日本大震災で被災した下水道施設の早期の復旧等に向けた緊急提言

一般社団法人日本経済団体連合会 東日本大震災にかかる規制改革要望

一般社団法人電子情報技術産業協会 ITC支援応援隊設立について

公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団 廃棄物研究 財団・3Rだより（No.81 2011.7）

公益社団法人日本道路協会 無名戦士たちの記録 ： 道路啓開・国土交通省の戦い

一般社団法人日本道路建設業協会 震災の記録～土木技術者による復旧・復興のための活動記録～

一般社団法人日本設備設計事務所協会 東日本大震災による施設被害状況調査設備被害と耐震対策報告書

一般社団法人日本電設工業会 東日本大震災電気設備被害調査報告書

一般社団法人建築設備総合協会 東北地方太平洋沖地震　建築設備被害に関する調査報告

一般社団法人建築技術技術者協会 東日本大震災による施設被害状況調査設備被害と耐震対策報告書

一般財団法人エンジニアリング協会 震災復興プロジェクト

一般財団法人日本環境測定分析協会 平成23 年4 月1 日からJEMCAボランティア環境測定分析（別紙-2 参照）を実施

一般社団法人日本プロジェクト産業協議会 平成25年度巨大地震発生時における災害廃棄物対策検討委員会

一般社団法人日本廃棄物コンサルタント協会 東日本大震災廃棄物対策への協力

独立行政法人科学技術振興機構 東日本大震災に関連したJSTの取組みについて

独立行政法人情報処理推進機構 震災に関するIPAの取り組み

独立行政法人国際協力機構 JICAボランティアによる被災者支援活動

独立行政法人国立環境研究所 災害環境研究への取り組み

独立行政法人都市再生機構 東日本大震災の復興支援に関するお知らせ

独立行政法人水産総合研究センター 水産総合研究センターによる東北地方太平洋沖地震被災地への支援について

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 衛星だいちでの観測、きずなでの衛星回線による通信

独立行政法人防災科学技術研究所 災害情報　2011年東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）

独立行政法人産業技術総合研究所 茨城・千葉県内の津波遡上高と堆積物の調査

日本リスク研究学会 日本リスク研究学会 災害対応特設サイト

廃棄物資源循環学会 災害廃棄物対策・復興タスクチーム

土木学会 東日本大震災アーカイブサイト

日本学術会議 東日本大震災に対応する第一次緊急提言

地盤工学会 東北地方太平洋沖地震　災害・支援関連情報 

処理困難物業界

し尿処理・避難所ごみ

その他

学会/独立行政法人

※グレーの団体については、フォーマットに基づく整理は作業中。 
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産業廃棄物処理業界 東北支部等での記録なし

東北建設業協会連合会 東日本大震災の復旧作業、道路啓開作業、および除雪作業における建設企業の活動実態に関する調査（要約版）

一般社団法人仙台建設業協会 3.11　東日本大震災　仙台建設業協会激闘の記録

一般社団法人岩手県建設業協会 発生当初の取組み、記録誌「復興への道　東日本大震災からの復旧記録」

一般社団法人宮城県建設業協会 3.11　東日本大震災宮城県建設業協会の闘い～風化させてはいけない記憶がある～

一般社団法人福島県建設業協会 東日本大震災レポート（概要版）、平成23年災害対応体験談集

解体業界 一般社団法人 秋田県建造物解体業協会 仙台市に支援第一陣が出発

輸送業界 東北港運協会 港と共に生きる: 東日本大震災の記錄

セメント業界

リサイクル業界 北日本木材資源リサイクル協会 東日本大震災における災害木くず運用の提案

プラント関連業界 日本建設機械施工協会東北支部 支部たより１６１～に震災関連情報あり

燃料業界

薬品業界

処理困難物業界

レンタル・リース業界

公益社団法人宮城県生活環境事業協会 2011.3.11.　東日本大震災の記録・体験記「絆」

公益社団法人岩手県浄化槽協会 会報　みず　に被災浄化槽について記載

秋田県ペストコントロール協会 大船渡市での防疫業務

福島県ペストコントロール協会 写真のみ解説なし

公益社団法人日本水道協会北海道地方支部 感謝状授与

業界名称 団体名称 文献名称

その他

一般廃棄物処理業界

し尿処理・避難所ごみ

建設業界

支部/地域団体など 

※グレーの団体については、フォーマットに基づく整理は作業中。 



①-1.一般廃棄物処理業界 

公益社団法人全国都市清掃会議 
 設立：1947年 
  目的：廃棄物処理事業を実施している市区町村等が共同して、その事業の効 
    率的な運営及び その技術の改善のために必要な調査、研究等を行う 
    ことにより、清掃事業の円滑な推進を図り、もって住民の生活環境の 
    保全及び公衆衛生の向上に役立てる。  

<文書/発表日> 
・東日本大震災による施設被害状況調査      平成23年4月  
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jwma-tokyo.or.jp/asp/saigai/20110420sisetuhigai_todohuken.pdf  

 概略：3/25-4/11までにアンケート調査した東北、関東の下水、焼却、処分場等      
      処理施設稼働状況のまとめ  
  

・東日本大震災による施設被害状況調査（一覧）  平成23年4月  
 インターネット公表     有  無 
 URL:http://www.jwma-tokyo.or.jp/asp/saigai/20110420sisetuhigai_syukei.pdf 

 概略：3/25-4/11調査した東北、関東の下水、焼却、処分場等 処理施設 
      稼働状況の一覧   
     

・東日本大震災における廃棄物処理の支援内容  平成25年11月 
 インターネット公表     有  無     
 URL:http://www.env.go.jp/recycle/waste/disaster/earthquake/conf/conf01-03/mat05.pdf 

 概略：全国都市清掃会議の災害支援まとめと課題、省庁等への要望  

一般社団法人全国清掃事業連合会 
 設立：1998年 
  目的：全国の「固形一般廃棄物処理業」を営む団体及び個人事業者の、相互 
    理解と提携によって、一般廃棄物の適正処理・減量化及び再資源化 
    を推進し、業界の地位の向上と事業環境の改善を図り、わが国の環境 
    保全に寄与することを目的として結成した、民主的な連合会組織です。 

<文書/発表日> 
・全清連ニュース（第58号）               平成23年5月  
 インターネット公表    有  無 （一部） 
 URL:http://www.zenseiren.jp/news/news58.html  

 概略：災害支援実施内容、支援部隊の活動報告  

震災での活動について 
 <活動概要> 
  災害廃棄物収集支援、施設被災/稼働状況調査実施。 
  災害廃棄物検討委員会参加。 
 <支援要請等> 
  平成23年3月12日 環境省廃棄物対策課より協力依頼 
  平成23年3月14日 環境省災害廃棄物対策特別本部長より協力要請   
   

震災での活動について 
 <活動概要> 
  災害廃棄物収集支援。 
 <支援要請等> 
  平成23年3月14日 環境省災害廃棄物対策特別本部長より協力要請   
   

自主 

自主 

国 

国 

一般社団法人日本環境衛生センター 
 設立：1956年 
  目的：本センターは、生活環境及び地球環境の保全並びに生活衛生の確保に 
    関する調査研究、普及啓発、人材の育成及び技術的支援等により、 
    我が国及び地球規模での環境の保全と快適な生活環境の確保を推進し、 
    もって公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

<文書/発表日> 
・災害時における災害廃棄物から発生する     平成23年9月 

 ハエ・蚊等の対策について         
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://hiiaj.org/introduction/saigaihaikibutu.pdf   

 概略：腐敗した魚介類から発生するハエ対策について。  
  

・月刊「生活と環境」（2011年7月号）            平成23年7月  
 インターネット公表     有  無 
 URL: 

 概略：被災地における生活衛生と環境保全の状況について現地調査報告/提言等
    

自主 

 <活動概要> 
  衛生関係の情報提供、現地調査実施/報告。 
 <支援要請等> 
  平成23年3月14日 環境省災害廃棄物対策特別本部長より協力要請   

自主 
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<文書/発表日> 
・月刊「生活と環境」（2011年11月号）         平成23年11月 

 インターネット公表     有  無 
 URL: 
 概略：東日本大震災被災地の5カ月後の居住環境の実態調査報告 
  

・月刊「生活と環境」（2011年12月号）          平成23年12月  
 インターネット公表     有  無 
 URL: 

 概略：災害と廃棄物についてのシンポジウム報告   

自主 

自主 

①-2.一般廃棄物処理業界 

②.産業廃棄物処理業界 

公益社団法人全国産業廃棄物連合会 
 設立：1978年 
  目的：産業廃棄物の適正処理を推進し、国民の生活環境の保全と産業の 
    健全な発展に貢献すること 

<文書/発表日> 
・月刊「いんだすと」（2011年6月号）           平成23年6月     
 インターネット公表    有  無 
 URL:   

 概略：宮城、岩手、福島の災害廃棄物処理状況、津波残渣の活用について 
     全国産業廃棄物連合における東日本大震災への対策  
  

・月刊「いんだすと」（2011年7月号）            平成23年7月  
 インターネット公表     有  無 
 URL: 

 概略：被災地現地レポート、茨城千葉の震災廃棄物処理   
 

自主 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  現地調査/報告 詳細情報については月刊誌記載により不明。 
 <支援要請等> 
   平成23年3月14日 環境省災害廃棄物対策特別本部長より協力要請 
   

自主 

公益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団 
 設立：1992年 
  目的：産業廃棄物の処理施設の整備に必要な資金の融通の円滑化その他の産 
    業廃棄物の処理に係る事業の振興措置及び事業者による産業廃棄物の 
    適正な処理の確保を図るための自主的な活動を推進することにより、 
    産業廃棄物の排出業者の支援、産業廃棄物処分業者等の粋性及び産業 
    廃棄物の適正な処理の確保を図り、もって生活環境の保全及び国民経 
    済の健全な発展に寄与することを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
   「被災地における災害廃棄物適正処理推進に係る技術支援」を組織 
 <支援要請等> 
    平成23年3月14日 環境省災害廃棄物対策特別本部長より協力要請   

公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター 
 設立：1988年 
  目的：日廃振センターは､産業廃棄物を主体とする廃棄物処理の適正化を図り､    
    産業の発展と生活環境の保全と向上に寄与することを目的として活動 
    しております。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  災害廃棄物処理支援システムの提供。 
 <支援要請等> 
  平成23年3月14日 環境省災害廃棄物対策特別本部長より協力要請  
   

<文書/発表日> 
・害廃棄物の処理を支援するために          平成23年9月 

 「JW災害廃棄物処理支援システム」を提供 
 インターネット公表     有  無 
 URL: http://www.jwnet.or.jp/jwnet/saigai/index.html 

 概略：電子マニフェストシステムをベースに災害廃棄物用に改良された適正処分 
     証明システムの開発、提供、運用。 

自主 

<文書/発表日> 
・産廃振興財団NEWS№63          平成23年８月 

  インターネット公表     有  無 
 URL: http://www.sanpainet.or.jp/publication/doc/no063.pdf 

 概略：環境省依頼調査と財団のとりくみについて紹介 

自主 

国 
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<文書/発表日> 
・東日本大震災の復旧作業、道路啓開作業    平成23年5月  
 および除雪作業における建設企業の活動実態に関する調査（要約版） 
 インターネット公表    有  無  
 URL: http://www.miyakencenter.or.jp/rengoukai/summary_bind.pdf   

 概略：建設企業による道路啓開作業記録等  

③-1.建設 業界 

一般社団法人日本建設業連合会 
 設立：2011年 
  目的：全国的に総合建設業を営む企業及びそれらを構成員とする建設業者 
    団体が連合し、建設業に係る諸制度をはじめ建設産業における内外に 
    わたる基本的な諸問題の解決に取り組むとともに、建設業に関する 
    技術の進歩と経営の改善を推進することにより、わが国建設産業の 
    健全な発展を図り、もって国民生活と産業活動の基盤の充実に寄与 
    することを目的としています。 

<文書/発表日> 
・東日本大震災の復旧・復興への取り組み事例    平成24年  
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.nikkenren.com/doboku/hukkou_jirei.html  

 概略：傘下企業の災害復旧、復興の取り組み事例を紹介。  
  

・災害廃棄物処理事業の取り組み                平成24年  
 インターネット公表     有  無 
 URL:http://www.nikkenren.com/doboku/saigai/index.html 

 概略：各地区の処理報告の掲載 
     

・東日本大震災 災害廃棄物処理の報告        平成26年 
 インターネット公表     有  無     
 URL:http://www.nikkenren.com/doboku/saigai/report.html 

 概略：日建連担当の災害廃棄物処理について総括と提言  

一般財団法人全国建設業協会 
 設立：1998年 
  目的：全建の事業活動は、総合建設企業で組織する各都道府県の建設業団体 
    を結集し、建設業を経済的、社会的及び技術的に向上させ、建設業の 
    健全なる発展を図り、併せて公共の福祉の増進に寄与することを目的 
    としています。 
 

<文書/発表日> 
・東日本大震災における災害対応状況          平成25年12月 
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.zenken-net.or.jp/disaster/20131211_e_earthquake/   

 概略：傘下地方団体の災害復旧の取り組みを紹介。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  災害廃棄物処理/復興についての傘下企業の事例報告、提言。 
  復興用建設技術の紹介。 
 <支援要請等> 
    平成23年3月14日 新日建連緊急災害対策本部設置 
    平成23年5月20日 国土交通省より 
              東日本大震災に係る災害廃棄物の撤去の迅速な 
              実施への協力について（要請）    
 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  傘下企業の事例報告。対策協力本部設立により傘下企業、団体への支援 
  とりまとめ 
 <支援要請等> 
  平成23年3月11日 災害対策協力本部設置 
  平成23年3月12日 国土交通省より協力要請    
   

東北建設業協会連合会 
 設立：1948年 
  目的：当連合会は、東北6県、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島の各県建 
    設業協会加入会員１,７７８社となっており、事業の決議は、各県協会 
    役員によって行ない、東北地方の建設業界の共通する諸問題につき、 
    調査研究し、政府を始め諸官庁および全国建設業協会に上申以って、 
    業界の改善進歩に寄与するよう努力しております。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  傘下各県連合会の調整（人員、応援企業選定等） 
 <支援要請等> 
  国土交通省より協力要請    

国 

国 

国 

国 

業界団体の実績を整理の際の記載必
要項目をどこまで記載するか？ 

 
○通常時の能力や運転状況 
○依頼or申出、意思決定者と時期 
○事前準備（ソフト・ハード）や特別な 
  施設や工夫・プロセスの変更（塩対 
    策など） 
○手続き 
○プロセスやシステム、方法 
○支援の期間、量や質 
○財源 
○必要とされた許可等 
○他の団体や自治体との協力 
○処理時の工夫 
○課題・反省 

国 

協定 

自主 

自主 

協定 

自主 

協定 
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③-2.建設 業界 

一般社団法人仙台建設業連合会 
 設立：1970年 
  目的：建設業者の団結と相互協力により、建設業の技術的、経済的 
    向上を図るとともに、労働災害の防止及び雇用改善等の推進、 
    建設業の健全な発展に貢献することを通じて、公共の福祉の 
    増進に寄与することを目的としています  

<文書/発表日> 
・ふぉ～さいと  2011№５５号              平成23年  
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.senkenkyo.org/sites/default/files/55.pdf  

 概略：傘下企業の災害対応体制、作業について紹介。  
  

・ふぉ～さいと  2012№５６号                 平成24年  
 インターネット公表     有  無 
 URL: http://www.senkenkyo.org/sites/default/files/56.pdf 

 概略：被災地報告、仙台市集団移転について 
     

・ 3.11 東日本大震災 仙台建設業協会激闘の記録 平成26年 
 インターネット公表     有  無     
 URL: 

 概略：日建連担当の災害廃棄物処理について総括と提言  

一般財団法人岩手県建設業協会 
 設立：1949年 
  目的：一般社団法人岩手県建設業協会は、建設工事の施工を通じ、 
    県民皆様の生活の向上と経済・社会の発展に寄与することを 
    目的に、設立・認可を受けた公益法人です。 
 

<文書/発表日> 
・発生当初のとりくみ                  平成23年 
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.iwaken.or.jp/031/0304/aeaeaeaeciceai.html  

 概略：発災から2か月間の取り組み、本災害での反省点を紹介。 

 
 
 
 
・記録誌                         平成24年3月   
 復興への道 東日本大震災からの復旧記録                   
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.iwaken.or.jp/00data/fukkouhenomiti/zenpen.pdf 

 概略：発災から1年の実施内容、課題等の記録。 

 
 
 
 
・記録誌                         平成25年3月 
 ふるさと岩手「被災地のいま」―地方建設業的視点から復興を考える 
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.iwaken.or.jp/00data/hisaichinoima/zenpen.pdf   

 概略：復興の実例紹介、復興への提言。 
 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  災害協定による対策本部、支援体制の構築、仙台市からの 
  要請に対する対応。 
 <支援要請等> 
  仙台市より支援要請（復旧、復興） 
 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  傘下企業の支援とりまとめ、実施事例の発表。 
 <支援要請等> 
  平成23年3月11日 国土交通省より三陸国道事務所への派遣要請 
  平成23年3月12日 大船渡市より協力要請 
    
   

市町村 

国 

自主 

協定 

協定 

市町村 

協定 

市町村 

協定 

自主 

市町村 

国 

自主 

協定 

市町村 

国 

県 

市町村 

県 
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③-3.建設 業界 一般社団法人福島県建設業連合会 
 設立：1948年 
  目的：この法人は、建設技術研鑽や経営改善及び社会貢献等を推進 
   して業界健全なる発展向上を図り、もって福島県内の産業の伸展  
   や建設行政等に 寄与することにより公共の福祉の増進を図る 
   ことを目的とする。  

<文書/発表日> 
・３．１１ 東日本大震災宮城県建設業協会の闘い  平成24年12月 
  
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.miyakenkyo.or.jp/pdf/miyakenkyonotatakai1.pdf  

 概略：発災から災害復旧、復興の取り組み事例を紹介。  
  
 
 

・ ３．１１ 東日本大震災宮城県建設業協会の闘い２     平成26年3月  
 インターネット公表     有  無 
 URL:http://www.miyakenkyo.or.jp/pdf/miyakenkyonotatakai2.pdf 

 概略：復興について現状の紹介と課題について 

<文書/発表日> 
・東日本大震災レポート1                  
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.e-fukuken.or.jp/taiken/pdf/report-1.pdf  

 概略：被害状況報告、災害対応の記録、課題要望について。 
 
 
 

・東日本大震災レポート２             
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.e-fukuken.or.jp/taiken/pdf/report-2.pdf  

 概略：被害状況報告、災害対応の記録、課題要望について。 
 
 
 

・災害体験談集             
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.e-fukuken.or.jp/taiken/pdf/taiken.pdf 

 概略：東日本大震災災害対応、原発災害対応、新潟福島豪雨災害 
     対応、台風災害対応の体験談集。 
 
 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  災害協定による対策本部、支援体制の構築、仙台市からの 
  要請に対する対応。 
 <支援要請等> 
  平成23年3月12日 宮城県より協定に基づく支援要請 
  平成23年3月13日 国土交通省より協定に基づく支援要請 
  平成23年3月15日 東松島市より支援依頼 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  傘下企業の支援体制構築、 
 <支援要請等> 
  平成23年3月13日 国土交通省より協定に基づく支援要請 
  平成23年     福島県から支援要請 
    
   

国 

自主 

協定 

一般財団法人宮城県建設業協会 
 設立：1948年 
  目的：本協会は、建設事業を通じて社会資本の充実を図り、快適な 
    生活環境づくりや豊かな産業基盤の整備を進めるとともに、 
    技術の進歩改善、会員の協調と団結、相互の意志疎通によって 
    建設業の経営基盤の強化と健全なる育成発展に貢献いたします。 
    特に会員は地域密着型企業で、経済活動への波及効果も高い 
    ことから、宮城県の均衡ある発展に寄与し、地域経済を活性化 
    して公共の福祉の増進に資することを目的としています。 

国 

自主 

協定 

県 

国 

自主 

協定 

県 

国 

県 

市町村 市町村 

市町村 

国 

県 

市町村 
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③-4.建設 業界 

<文書/発表日> 
・全中建だより 423号     平成24年4月  
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://mt.zenchuken.or.jp/2011/04/15/  

 概略：災害対策本部設置のお知らせ他  
  
  

一般財団法人全国中小建設業協会 
 設立：1998年 
  目的：社会に奉仕する力強い地場産業を目指して 
    1.地域社会への貢献と社会的信頼の確立 
    2.地域の防災・減災と復旧・復興への対応 
    3.地域業者への受注確保とダンピングの排除 
    4.若手経営者の育成と活用 
    5.労働環境の改善と若年入職者の確保 
    6.全中建の組織の拡充 

国 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  震災による傘下企業の被害状況調査、省庁通達の周知。 
 <支援要請等> 
  平成23年3月12日 国土交通省より協力要請    
   

自主 

④.解体業界 

公益社団法人全国解体工事業団体連合会 
 設立：1993年 
  目的：本連合会は、適正な解体工事の施工、解体工事から発生する 
   廃棄物の適正な処理等に関する調査研究及び人材育成等を行う 
   ことにより、解体工事における自己または災害の防止、有害物の 
   適正処理、不法投棄の防止及び再資源化の促進を図り、もって 
   国土の利用、開発、保全、資源循環型社会の構築、地球環境の 
   保全及び自然環境の保護等に寄与することを目的とする。  

<文書/発表日> 
・設立から現在に至るまでの沿革       
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.zenkaikouren.or.jp/outline.html  

 概略：震災対応実施概要紹介。  
  
  

震災での活動について 
 <活動概要> 
  情報/技術提供、被災地における災害廃棄物適正処理推進に係る技術支援 

 <支援要請等> 
  平成23年3月12日 国土交通省より協力要請    
   

一般社団法人秋田県構造物解体業協会 
 設立：1990年 
  目的：解体工事の施工管理及び施工技術並びに解体工事業の健全な 
   発展と社会的な地位の向上を図り、地域環境の保全と資源循環 
   型社会の構築を推進します。 
   また、大規模災害時の迅速な応援活動等を通して、地域住民の 
   安全確保の為､社会に貢献することを目的としています。   

震災での活動について 
 <活動概要> 
  秋田県復興支援サポート事業により支援部隊を被災地に派遣。 
 <支援要請等> 
  秋田県    
   

国 



⑤-1.輸送業界 

公益社団法人全日本トラック協会 
 設立：1948年 
  目的：この法人は、貨物自動車運送事業の適正な運営及び公正な 
   競争を確保する事によって、事業の健全な発達を促進し、 
   もって公共の福祉に寄与するとともに、事業の社会的、 
   経済的地位の向上及び会員相互の連絡協調の緊密化を図る事 
   を目的とする。 

<文書/発表日> 
・東日本大震災における                   平成25年9月 
       緊急支援物資輸送活動の記録  
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jta.or.jp/kotsuanzen/earthquake/yuso_kiroku.html  

 概略：災害時の緊急輸送に関するまとめ、課題。  
  
  

<文書/発表日> 
・東日本大震災における災害対応状況          平成25年12月 
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.jrfreight.co.jp/common/pdf/info/kankyo2011.pdf  

 概略：鉄道の被災状況と救援物資輸送、がれき輸送について。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  緊急支援物資の輸送、物流専門家の派遣。   
 
 <支援要請等> 
   国土交通省 
   各都道府県 
   各市町村   
 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  緊急物資の輸送、がれき輸送による災害廃棄物処理支援。 
 <支援要請等> 
  平成23年3月12日 国土交通省より協力要請    
   

国 

<文書/発表日> 
・㈱斉兵組第一陣が仙台市に出発          平成23年12月 
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.akita-kaitai.jp/news/h231205.html/   

 概略：秋田県の復興支援建設産業サポート事業により支援隊を派遣。 

県 

国 

県 

市町村 

公益社団法人鉄道貨物協会 
 設立：1950年 
  目的：貨物輸送の分野において、物資の安定供給及び地球環境負荷
（輸送量当りのCO2排出量）の観点から、輸送方法の研究及び研究成
果の普及啓発活動を行い、国民生活に不可欠な物資の安定供給及び地球
環境の保全を目的とする。 

日本内航海運総連合会 
 設立：1965年 
  目的：当連合会は、輸送量の変化や物流効率化の進展に伴う船腹需給 
   の影響等に的確に対応していくための対策を推進するとともに、 
   公正で開かれた内航海運市場の構築、環境対策、内航海運事業者 
   の経営基盤強化対策等、内航海運業の経営の安定と地位の向上を 
   目的としている。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  緊急物資の輸送のとりまとめ、がれき輸送による災害廃棄物処理支援。 
 <支援要請等> 
  平成23年3月12日 国土交通省より協力要請    
   

<文書/発表日> 
・災害対策等の実施                
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.naiko-kaiun.or.jp/union/union13.html  

 概略：東日本大震災への対応について。 

国 
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⑤-2.輸送業界 

公益社団法人日本ロジスティックスシステム協会 
 設立：1970年 
  目的：本会は、経済活動において、物資流通の円滑化を実現するため、 
   調達、生産、販売、回収を同期化するとともに、輸送、保管、 
   包装、荷役、流通加工、情報等を総合的にマネジメントする機能 
   (以下｢ロジスティクス｣という。)に関する調査及び研究、企画の 
   立案及び推進、人材の育成及び指導等を行うことにより、ロジス 
   ティクスの生産性を高めるとともに外部不経済の克服等社会との 
   調和を図り、もって我が国産業の発展と国民生活の向上及び国際 
   社会への貢献に寄与することを目的とする。 

<文書/発表日> 
・機関紙「「ロジスティクスシステム」2011年6.7月号  平成23年7月 
 インターネット公表    有  無 
 URL:  

 概略：ＩＣＴ活用の実例・物流施設の減災対策。  
 

・東日本大震災に関するJILSとしての要望、提言               
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.logistics.or.jp/oshirase/sinsai__2011_1209.pdf  

 概略：大規模災害対策の要望、提言 
 
  
  

<文書/発表日> 
・第13回環境物流大賞 物流環境啓蒙賞     平成24年 
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.butsuryu.or.jp/public/env_past/2012/  

 概略：災害廃棄物の鉄道輸送についての取り組み。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  震災での物流についての調査、分析。   
 
 <支援要請等> 
   特になし 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  環境負荷低減輸送に対する顕彰。 
 <支援要請等> 
  特になし  
   

一般社団法人日本物流団体連合会 
 設立：1991年 
  目的：物流連は、陸・海・空の物流事業者が広く結束し、物流業に 
   係わる横断的課題について施策を確立し、これを推進すること 
   等により物流業の健全な発達に資することを目的とします。 

公益社団法人全国通運連盟 
 設立：1952年 
  目的：鉄道に係る第二種貨物鉄道利用運送事業（通運事業）の健全な 
   発達を図り、もって公共の福祉の増進に寄与することを 
   目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
 救援物資の輸送。 
 <支援要請等> 
  国土交通省    
   

<文書/発表日> 
・東日本大震災に伴う救援物資の         平成23年7月  
     「無賃扱い」輸送の助成受付開始のご案内について                
 インターネット公表    有  無 
 URL:   

 概略：被災自治体向けの救援物資（救助用寄贈品）の無賃輸送。 

自主 

自主 

自主 

自主 
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⑤-3.輸送業界 

一般社団法人日本港運協会 
 設立：1948年 
  目的：本会は、港湾運送の合理化を促進することにより、港湾運送 
    機能の向上に努めるとともに、港湾運送に関する秩序の確立 
    を図り、もって港湾運送事業の健全な発達に寄与することを 
    目的とする。 

<文書/発表日> 
・「東日本大震災」に関する災害対策本部の設置  平成23年3月 
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jhta.or.jp/saigaitaisaku.html  

 概略：震災後の被害把握と取り組みについて。  
 
・ 
  
  

震災での活動について 
 <活動概要> 
  救援物資の海上輸送に対する港湾の被害状況把握、復旧、荷役要員の確保。   
 <支援要請等> 
  平成23年3月13日 国土交通省より荷役作業員の派遣要請 

特定非営利活動法人全国木材資源リサイクル協会連合会 
 設立：1992年 
  目的：環境問題が深刻化する社会状況の中で、企業、地域社会、市民 
   に対して木材の廃棄物取扱ルール・リサイクル・環境保全の普及 
   啓蒙に関する事業を行い、循環型社会形成の推進に寄与し、 
   もって国民経済の発展、地球環境の保全等、公益の増進に寄与 
   することを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
 災害廃棄物（木材）の利用法についてのワーキング。 
 <支援要請等> 
  環境省 
   

<文書/発表日> 
・災害廃棄物対応ワーキンググループの設置 平成23年4月               
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.woodrecycle.gr.jp/event/2011/WG230419.pdf   

 概略：廃木材のリサイクルの基準作成。 
 

・東日本大震災における災害木        平成23年6月              
くずの運用の提案               
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.woodrecycle.gr.jp/pdf/H23/shinsaiteian   

 概略：災害廃棄物の廃木材リサイクルフローについて。 
 

自主 

国 

⑥.セメント業界 

一般社団法人セメント協会 
 設立：1948年 
  目的：ポルトランドセメント及び同系に属する各種セメントの生産、 
   流通、消費等並びにセメント製造業に関する技術、環境、安全等 
   の調査・研究、対策の企画・推進等を行うことにより、セメント 
   製造業の健全な発展を図り、もって、わが国産業の発展と国民 
   生活の向上に寄与することを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
 災害廃棄物のセメント原料としての受入調整。   
 <支援要請等> 
  平成24年3月13日 経済産業省より災害廃棄物処理の更なる要請 

<文書/発表日> 
・被災地の災害廃棄物の処理に          平成24年3月22日 
       対する協力について 
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.jcassoc.or.jp/cement/4pdf/120322.pdf   

 概略：セメント協会会長談話。 

自主 

国 

⑦-1.リサイクル業界 

国 

自主 
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<文書/発表日> 
・第7 回全日本自動車リサイクル事業連合定期総会 平成23年5月 
       の報告および懇親会、被災地訪問について   
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.npo-jara.org/sendai_07.pdf  

 概略：被災車両のボランティアによる引上げ。  
 
・ 
  
  

震災での活動について 
 <活動概要> 
  被災車両の引き上げ。   
 <支援要請等> 
   

特定非営利活動法人全日本自動車リサイクル事業連合会 
 設立：2004年 
  目的：広く一般市民を対象として、自動車の不法投棄防止に関する普 
   及啓発及び放置車両・自然災害に遭遇した車両の適正処理事業、 
   使用済車両について高度なリサイクル部品化システム構築による 
   再利用促進事業など、あらゆる側面から使用済み自動車の適正 
   処理を推進し、リサイクル率を向上させることにより、環境保全 
   はもとより、街づくりの推進や経済活動の活性化等に結びつけ、 
   一般市民の生活環境を守ることを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  被災小型船舶の再生、リサイクル活動。 
 <支援要請等> 
  国土交通省 
  水産庁 
   

<文書/発表日> 
・東日本大震災による                平成23年6月 
    被災小型船舶再生支援プロジェクト               
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.marine-jbia.or.jp/sizugawa.pdf 

 概略：小型FRP船の修理事業。 
 

自主 

<文書/発表日> 
・東日本大震災における災害廃棄物の         平成25年3月 
           船舶輸送の経験と課題 
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.jwma-

tokyo.or.jp/asp/info/html/pdf/20131112_DisasterWasteMeasuresCommittee-02_document07.pdf     

 概略：リサイクルポートからのコンテナ船での災害廃棄物積出の実例紹介と課題。 

⑦-2.リサイクル業界 

国 リサイクルポート推進協議会 
 設立：2003年 
  目的：本会は、民間団体、民間企業、港湾管理者及び市町村が相互に 
   連携し、国土交通省港湾局が指定する総合静脈物流拠点港 
   （以下「リサイクルポート」という）を核として、海上輸送を 
   活用した静脈物流システムの事業化（リサイクル施設の立地を 
   含む）を推進し、もって循環型社会の構築に貢献することを 
   目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  災害廃棄物の積み出しについて調査、報告。災害廃棄物検討委員会参加。    
 <支援要請等> 
  環境省 
   

国 

県 

一般社団法人日本マリン事業協会 
 設立：1970年 
  目的：本会は、舟艇、舟艇用機関及び舟艇関連部品（輸入品及び中古 
    品を含む。以下同じ。）の製造業、整備業及び販売業並びに 
    関連する事業（以下「マリン事業」という。）の健全な発達を 
    図り、併せて公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

14 



<文書/発表日> 
・石膏ボード製品におけるアスベストの含有について 平成19年4月 
          
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.gypsumboard-a.or.jp/safety/asbestos.html  

 概略：アスベスト含有石膏ボードの判別について。 
・ 
  
  

震災での活動について 
 <活動概要> 
  被災石膏ボード処理についての情報提供。   
 <支援要請等> 
  環境省 

一般社団法人石膏ボード工業会 
 設立：1949年 
  目的：石膏ボード工業会は、石膏ボードの生産、流通及び利用消費の 
   改善合理化を図ることにより、資源の有効利用と質的向上に 
   寄与し、もって産業の健全な発展と国民の住生活に貢献する 
   ことを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  被害調査。耐震、津波対策のワーキング。 
 <支援要請等> 
  経済産業省 
   

<文書/発表日> 
・東日本大震災によるエネルギー供給        平成25年2月 
    インフラ設備の被害状況               
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.jser.gr.jp/activity/JSER_report/toyoma_130220.pdf 

 概略：電力設備の被災まとめ、今後の電力システムの在り方について。 
 

自主 

<文書/発表日> 
・   特になし 
 インターネット公表    有  無 
 URL:      

 概略： 

⑦-3.リサイクル業界 

国 日本製紙連合会 
 設立：1947年 
  目的：日本製紙連合会は、我が国紙・板紙・パルプ製造業の健全 
   なる発展を図ることを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  傘下企業の工場被災調査、報告。   
 <支援要請等> 
   
   

電気事業連合会 
 設立：1952年 
  目的：電気事業の健全な発展を図り、もって我が国の経済の発展と 
   国民生活の向上に寄与する。 
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<文書/発表日> 
・震災関連                            平成23年         
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jefma.or.jp/sinsai.html   

 概略：震災関連情報のまとめ 

 
・機関紙JEFMA №60                    平成23年 
 特集東日本大震災「廃棄物処理施設の復旧、災害廃棄物の処理事例」         
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.jefma.or.jp/jefma/60/pdf/jefma60-4.pdf   

 概略：設備復旧、災害廃棄物処理事例。 
・ 
  
  

震災での活動について 
 <活動概要> 
  廃棄物処理施設被災状況調査、災害廃棄物検討委員会参加。   
 <支援要請等> 
  環境省 

一般社団法人日本環境衛生施設工業会 
 設立：1962年 
  目的：会員各社が、相互の協力により、それぞれの能力と経験を 
   最大限に発揮して、廃棄物関連施設の設置の促進および技術の 
   研究・開発を行い、廃棄物関連施設整備事業の健全な普及を 
   はかり、持続可能な社会づくりのために努力いたします。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  被災機材の代替機器の手配、震災復興の提言。 
 <支援要請等> 
   
   

<文書/発表日> 
・震災復興と経済再生に向けて        平成23年11月 
    インフラ設備の被害状況               
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.jsim.or.jp/pdf/teigen2311.pdf 

 概略：震災復興への提言。 
 

自主 

<文書/発表日> 
・   特になし 
 インターネット公表    有  無 
 URL:      

 概略： 

⑧-1.プラント業界 

一般社団法人環境衛生施設維持管理業協会 
 設立：1985年 
  目的：施設の適正な維持管理による安全・安定操業と会員相互の 
   研鑽・協力による技術向上を図ることを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  災害廃棄物検討委員会参加。    
 <支援要請等> 
   
   

一般社団法人日本産業機械工業会 
 設立：1948年 
  目的：本会は、鉱山機械、化学機械、環境装置、動力伝導装置、 
   タンク、業務用洗濯機、ボイラ・原動機、プラスチック機械、 
   風水力機械、運搬機械、製鉄機械等（以下、「産業機械」とい 
   う）の生産の増進及び改善に関する施策の立案及び推進等を 
   行うことにより、産業機械産業及び関連産業の健全な発展を図る 
   とともに、広く産業の高度化、社会福祉の向上に資し、もって 
   国民経済の健全な発展と国民生活の向上に寄与することを目的 
   としています。 

自主 

自主 

国 
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<文書/発表日> 
・東日本大震災復興応援サイト                   
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.jcmanet.or.jp/sekou/hukkou/index.html  
 概略：情報化施工技術の紹介、問い合わせ窓口の設置。 

<文書/発表日> 
・建機工 震災相談窓口設置のお知らせ        平成23年3月         
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.cema.or.jp/general/news/110315_2.html  

 概略：相談窓口設置のお知らせ。・ 
  
  

震災での活動について 
 <活動概要> 
  震災相談窓口の設置。   
 <支援要請等> 
   

一般社団法人日本建設機械工業会 
 設立：1990年 
  目的：本会は、建設機械及び建設施工に関する技術等の向上と普及を 
   図り、もって国土の利用、開発及び保全並びに経済及び産業の 
   発展に寄与することを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  震災復興の提言。 
 <支援要請等> 
  国土交通省 
  岩手県、宮城県、福島県 
   

<文書/発表日> 
・かいほう68号                 平成23年6月 
  東北地方太平洋沖地震に対する緊急支援について               
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://j-cra.org/kaihou/kaihou68.pdf 

 概略：震災発生からの行動、支援の内容紹介 
 

自主 

<文書/発表日> 
・建設の施工企画①                    平成24年1月 
  東日本大震災特集号 
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://jcma.heteml.jp/bunken-search/wp-content/uploads/2012/2012-01.pdf      

 概略：震災後の初動実例、支援実例の紹介。 

⑧-2.プラント業界 

一般社団法人日本建設機械施工協会 
 設立：1950年 
  目的：建設機械及び建設施工に関する技術等の向上と普及を図り、 
   もって国土の利用、開発及び保全並びに経済及び産業の発展に 
   寄与すること。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  災害復興技術情報の提供。復興支援サイトの立ち上げ    
 <支援要請等> 
   
   

一般社団法人日本建設機械レンタル協会 
 設立：1973年 
  目的：本会は、建設機械器具賃貸事業に関する調査、研究を行うと 
   ともに、建設機械器具の技術開発を促進し、もって我が国建設 
   産業と建設機械器具賃貸業の健全な発展にきよすることを目的 
   とする。 

自主 

自主 

自主 

⑨.レンタル・リース業界 

国 

県 
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<文書/発表日> 
・製薬協ニューズレター 144号             平成23年7月 
  東日本大震災について製薬協の対応と反省点                   
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jpma.or.jp/about/issue/gratis/newsletter/archive_until2014/pdf/2011_144_05.pd    

 概略：発災からの対応と課題について 

<文書/発表日> 
・協会概要                        
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.sekiyu.or.jp/purpose/index.html  

 概略：支援事業実施のお知らせ。・ 
  
  

震災での活動について 
 <活動概要> 
  被災地域支援事業。   
 <支援要請等> 
  経済産業省/資源エネルギー庁 

一般社団法人全国石油協会 
 設立：1949年 
  目的：本会は、石油製品に関する経済的・技術的調査研究、 
   品質保全対策及び環境安全対策等を行うことにより、消費者利益 
   の保護及び石油業の健全な発展を図り、もって我が国経済及び 
   国民生活の向上に寄与することを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  損傷消火器の無償回収。 
 <支援要請等> 
  環境省/各都道府県    

<文書/発表日> 
・東日本大震災により被災した消火器の       平成25年6月 
                       処理報告               
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://j-cra.org/kaihou/kaihou68.pdf 

 概略：被災した消火器の回収フロー回収実績について 
 

<文書/発表日> 
・建設の施工企画①                     平成24年1月 
  東日本大震災特集号 
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://jcma.heteml.jp/bunken-search/wp-content/uploads/2012/2012-01.pdf      

 概略：震災後の初動実例、支援実例の紹介。 

⑩.燃料業界 

日本製薬工業協会 
 設立：1968年 
  目的：革新的で有用性の高い医薬品の開発と製薬産業の健全な発展を 
   通じて、日本および世界の人々の健康と福祉の向上に貢献する 
   ことをめざす研究開発志向型製薬企業(72社)の団体です。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  薬品の提供   
 <支援要請等> 
  厚生労働省 
   

一般社団法人日本消火器工業会 
 設立：1961年 
  目的：この法人は、火災予防制度の強化促進および消火器類の開発 
   普及を推進し、火災損害の防止軽減に寄与することを目的とする。 
    消火器リサイクルシステムの効率的運用により、環境負荷の 
   低減、地球温暖化防止対策の推進に寄与する 

自主 

自主 

自主 

⑫.処理困難物業界 

国 

県 

国 

⑪.薬品業界 
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<文書/発表日> 
・製薬協ニューズレター 144号             平成23年7月 
  東日本大震災について製薬協の対応と反省点                   
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jpma.or.jp/about/issue/gratis/newsletter/archive_until2014/pdf/2011_144_05.pd    

 概略：発災からの対応と課題について 

<文書/発表日> 
・東日本大震災における教訓と今後のアスベスト適正処理の提言                        
 インターネット公表    有  無 
 URL:  

 概略：環境新聞社より出版 
  
  

震災での活動について 
 <活動概要> 
  災害廃棄物のアスベストに対するセミナー、出版。   
 <支援要請等> 
  環境省/厚生労働省 

全国アスベスト適正処理協議会 
 設立：2007年 
  目的：本協議会は、アスベストの適正処理をするための認定資格制度 
   の創設や、アスベストに関する調査・研究を行い、ディファクト 
   スタンダード(事実上の標準)の確立を目指し、また、会員相互 
   の連携・協力を図り、安全・安心な社会構築を目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  浄化槽の被災状況分析。 
 <支援要請等> 
  環境省   

<文書/発表日> 
・浄化槽普及促進ハンドブック平成23年度版    平成23年 
  東日本大震災における浄化槽対応について                                    
 インターネット公表    有  無 
 URL:  

 概略： 
 
・浄化槽普及促進ハンドブック平成24年度版        平成24年 
  生活排水処理計画見直しに関する考察～災害復旧・復興関連～                                   
 インターネット公表     有  無 
 URL:  

 概略： 

<文書/発表日> 
・東日本大震災 無償団体救援活動報告     平成23年4月 
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://kanseiren.or.jp/east_japan_110311/     

 概略：避難所し尿の移送、下水処理場からの汚泥移送等の紹介。 
 

・東日本大震災復興都市計画における提言     平成23年4月 
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://kanseiren.or.jp/east_japan_110624/  

 概略：下水に対する災害時の浄化槽優位性の紹介等 

全国環境整備事業協同組合連合会 
 設立：1973年 
  目的：1.所属員の事業に必要な機器材料等の共同購買 
    2.所属員の経済的地位の改善のためにする団体協約の締結 
    3.会員に対する事業資金の貸付(手形割引を含む)および 
     会員のためにするその借り入れ 
    4.商工組合中央金庫、中小企業金融公庫、国民金融公庫、 
     銀行、相互銀行、もしくは信用協同組合に対する会員の 
     債務保証またはこれらの金融機関の委任を受けてする会員 
     に対するその質権の取り立て 
    5.所属員の事業に関する経営および技術の改善向上または 
     知識の普及を図るための教育および情報の提供 
    6.所属員の福利厚生に関する事業 
    7.全各号の事業に付帯する事業 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  避難所し尿移送、被災処理施設の汚泥等の移送   
 <支援要請等> 
  環境省より災害復旧支援要請   

一般社団法人浄化槽システム協会 
 設立：1987年 
  目的：本協会は、浄化槽の設計・製造を行う事業者の社会的使命に 
    基づき、浄化槽の設計・製造技術及び維持管理技術を 
    システム化して浄化槽技術の高度化を推進し、浄化槽の品質 
    の向上及びその普及を図り、もって生活環境の保全に寄与 
    することを目的とする。 

自主 

自主 

⑬-1.し尿処理/避難所ごみ関連 

⑫-2.処理困難物業界 

自主 

国 

自主 
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<文書/発表日> 
・製薬協ニューズレター 144号             平成23年7月 
  東日本大震災について製薬協の対応と反省点                   
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jpma.or.jp/about/issue/gratis/newsletter/archive_until2014/pdf/2011_144_05.pd    

 概略：発災からの対応と課題について 

<文書/発表日> 
・東日本大震災の記録・体験記「絆」          平成25年3月 
              
 インターネット公表    有  無 
 URL:  

 概略：目次のみインターネットより閲覧可能 
  
  

震災での活動について 
 <活動概要> 
  し尿処理、災害復旧活動等   
 <支援要請等> 
  環境省/厚生労働省 

公益社団法人宮城県生活環境事業協会 
 設立：1991年 
  目的：この法人は，浄化槽法に基づく水質に関する検査及び浄化槽の 
   普及促進並びに一般廃棄物の処理及び浄化槽に関する技術の向上 
   及び知識の普及を図るための事業を行い，生活環境の保全及び 
   公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  バキュームカー等の派遣、廃棄物収集運搬車両の無償提供、 
  災害廃棄物対策検討委員会参加。 
 <支援要請等> 
  平成23年3月14日 環境省より支援要請   

<文書/発表日> 
・巨大地震発生時における災害廃棄物    平成25年11月 
   対策検討委員会説明資料                                    
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.env.go.jp/recycle/waste/disaster/earthquake/conf/conf01-03/mat04.pdf 

 概略：復旧作業と課題/対策案 
 

<文書/発表日> 
・全浄連ニュース131                   平成23年7月 
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.zenjohren.or.jp/z_news/z_news_pdf/z_news131_201107.pdf 

 概略：被災浄化槽への支援内容、現地調査の報告。 
 

・全浄連ニュース132                   平成23年10月 
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.zenjohren.or.jp/z_news/z_news_pdf/z_news132_201110.pdf    

 概略：復興に際しての浄化槽の優位性について提言。 
 

・浄化槽被害状況チェックシート     
 インターネット公表    有  無 
 http://www.zenjohren.or.jp/pdf/tyekkusito.doc    

 概略：浄化槽被害状況調査票。 
 
 
 
 

一般社団法人全国浄化槽団体連合会 
 設立：1973年 
  目的：この法人は、水環境の保全に大きな役割を果たし、公共施設と 
   して経済・財政の効率化に資する浄化槽の整備促進のため、 
   浄化槽の普及・啓発を図るとともに、浄化槽業界の健全な発展を 
   図り、もって国民の生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与 
   することを目的とする。 

日本環境保全協会 
 設立：1971年 
  目的：この法人は、環境の保全に関する知識の普及及び調査研究等に 
   関する事業を行い、国民、事業者等をはじめとするあらゆる主体 
   による環境保全のための自主的活動の推進を図り、もって持続可 
   能な社会の実現に寄与することを目的とする。 

自主 

自主 

⑬-2.し尿処理/避難所ごみ関連 

自主 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  現地調査、被災浄化槽への補助、震災発生時の行動情報の収集   
 <支援要請等> 
    

自主 

自主 

国 
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<文書/発表日> 
・被災地における臭気面の配慮について        平成23年3月             
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.orea.or.jp/PDF/odor.pdf  

 概略：仮設トイレ、汚泥、室内空間の臭気対策のアドバイス 
 

・腐敗した魚介類の悪臭対策について         平成23年6月             
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.orea.or.jp/PDF/odor.pdf  

 概略：打ち上げられた魚介類、倉庫の魚介類の臭気対策について 
 

・仮設トイレ等用の消・脱臭剤の支援物資提供について平成23年7月             
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.orea.or.jp/PDF/odor.pdf  

 概略：仮設トイレ用消臭剤の配布 
 

・臭気対策に向けた消臭剤の効果判定試験結果   平成23年7月             
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.orea.or.jp/PDF/support3.pdf 

 概略：消臭剤散布による臭気対策の検討 
 
 
  
  

震災での活動について 
 <活動概要> 
  脱臭剤の配布、現地調査、においに関する情報提供   
 <支援要請等> 
  環境省 

公益社団法人におい・かおり環境協会 
 設立：1969年 
  目的：本協会は、におい・かおりに関し、調査・研究の推進、知識の 
   普及及び技術の発展・普及を図り、生活環境の保全と良好な 
   かおり環境の形成に寄与することを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要>   
  害虫対策について現地調査、防除作業支援 
 <支援要請等> 
  平成23年6月17日 環境省 
  石巻市、女川市、名取市、石巻市、気仙沼市、大船渡市、陸前高田市、 
  大槌町、山田町、相馬町等  

<文書/発表日> 
・東日本大震災防疫活動報告書         平成24年5月                                   
 インターネット公表    有  無 
 URL: 

 概略：書籍 
 

公益社団法人日本ペストコントール協会 
 設立：1968年 
  目的：この法人は、ねずみ衛生害虫及び微生物を含む人体衛生上又は 
   公衆衛生上の害を与える有害生物（以下「有害生物等」と 
   いう。）の予防及び駆除（以下「防除」という。）や、 
   感染症防疫に関する高度な専門的知識の修得と、技術の向上を 
   図り、我が国における有害生物等の防除及び感染症防疫事業の 
   健全な発展を図り、もって、わが国の環境衛生並びに公衆衛生 
   の保全と感染症防疫活動を推進し、快適な生活環境の保持増進に 
   寄与することを目的とする。 

自主 

⑭.その他 

自主 

国 

自主 

県 

市町村 

国 

県 

市町村 

国 

秋田県ペストコントロール協会 
 設立： 
  目的：秋田県ペストコントロール協会は、ペストコントロール業 
   （主にねずみ及び衛生害虫などの防除業）を営むもの、及び 
   本会の趣旨に賛同するものをもって組織しております。会員相 
   互の協力によってペストコントロールに関する知識の習得と技術 
   の向上を図るとともに、秋田県内のペストコントロール業（主に 
   ねずみ及び衛生害虫防除業）の健全な発展を図り、環境衛生の 
   向上と防疫に寄与することを目的としております。 

震災での活動について 
 <活動概要>   
  大船渡市での防除作業支援 
 <支援要請等> 
  岩手県ペストコントロール協会  
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<文書/発表日> 
・災害時がれき消毒                   平成23年             
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://fukushima-pco.main.jp/katsudou/index.html 

 概略：瓦礫の消毒風景 
 
 
  
  

震災での活動について 
 <活動概要> 
  瓦礫の消毒作業等   
 <支援要請等> 
   

震災での活動について 
 <活動概要>   
  仮設住宅等への提言、復興関連情報を機関紙にて紹介 
 <支援要請等> 
    
 <文書/発表日> 
・機関誌「住宅」2012年3月号             平成24年3月                                   
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jh-a.or.jp/contents/kikanshi/201203.htm 

 概略：目次のみ 
 
・機関誌「住宅」2012年5月号                 平成24年5月                                   
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jh-a.or.jp/contents/kikanshi/201205.htm 

 概略：目次のみ 
 

・機関誌「住宅」2014年3月号                  平成25年3月                                   
 インターネット公表    有  無 
 URL: 

 概略：目次のみ 
 
 

 

一般社団法人日本住宅協会 
 設立：1952年 
  目的：本協会は、住宅政策を推進することにより、住宅問題の解決促 
    進と住生活水準の向上を図ることを目的とする。 

自主 

⑭.その他 

国 県 

市町村 

県 

市町村 

国 

震災での活動について 
 <活動概要>   
  給水活動支援、水道被害状況調査 
 <支援要請等> 
  厚生労働省  

<文書/発表日> 
・大船渡市での防疫業務               平成23年5月                                   
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.pestcontrol-akita.com/03_act/20110523/index.html 

 概略：大船渡市でのハエの駆除 
 

自主 

福島県ペストコントロール協会 
 設立： 
  目的：福島県ペストコントロール協会は、ペストコントロール業 
   （主にねずみ及び衛生害虫などの防除業、感染症をふくむ総合 
    環境対策）を営むもの、及び本会の趣旨に賛同するものを 
    もって組織しております。会員相互の協力によってペスト 
    コントロールに関する知識の習得と技術の向上を図るとともに、 
    福島県内のペストコントロール業（主にねずみ及び衛生害虫 
    防除業）の健全な発展を図り、環境衛生の向上と防疫に寄与 
    することを目的としております。 

自主 

自主 

自主 

公益社団法人日本水道協会 
 設立：1932年 
  目的：本協会は、水道の普及とその健全な発達を図るための諸事業 
   を行うことによって、公衆衛生の増進に寄与することを 
   目的とする。 

<文書/発表日> 
・平成23年(2011年)東日本大震災          平成23年 
         水道施設被害等現地調査団報告書              
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jwwa.or.jp/houkokusyo/houkokusyo_18.html 

 概略：被災地の水道施設/水道管被害状況調査 

国 
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<文書/発表日> 
・本協会の災害支援の取り組みと            平成24年3月 
    全国からの支援状況                                   
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.jswa.jp/wp/wp-

content/uploads/2011/04/89f4559f1225eec4b3cc49e2f1818d43.pdf 

 概略：被害状況把握と他都市下水関連部門からの応援コーディネート 

 
・東日本大震災で被災した                平成23年6月 
     下水道施設の早期の復旧等に向けた緊急提言             
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jswa.jp/wp/wp- 

        content/uploads/2011/06/17f815f4594f70a281dd39cb9bbda60b.pdf    

 概略：下水道復旧への提言 
 

・災害時情報共有ホームページの作成       平成24年5月           
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jswa.jp/wp/wp-    

        content/uploads/2012/05/42b49848478d728202aa4e04a46e3670.pdf    

 概略：災害発生時の情報共有を図るためのプラットフォーム提供 
 

・地震等緊急時対応の手引き               平成25年3月           
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jwwa.or.jp/upfile/upload_file_20130325002.pdf    

 概略：災害発生時応援体制等について東日本大震災の戦訓を追加 
 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  調査官の派遣、被災情報の整理   
 <支援要請等> 
  国土交通省、岩手県、宮城県 

震災での活動について 
 <活動概要>   
  通信インフラの復旧援助 
 <支援要請等> 
  総務省、経済産業省   
 
<文書/発表日> 
・ITC支援応援隊 設立について             平成23年4月                                   
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jeita.or.jp/ictot/ 

 概略：情報機器提供、通信インフラの再整備支援 
 
 

一般社団法人電子情報技術産業協会 
 設立：2000年 
  目的：本会は、電子機器、電子部品及びその関連製品の健全な生産、 
   貿易、消費の増進及び国際協力の推進を図ることにより、電子 
   情報技術産業の総合的な発展に資し、もって我が国経済の発展 
   と文化の興隆に寄与することを目的とする。 

⑭.その他 

国 

県 

市町村 

国 

震災での活動について 
 <活動概要>   
  災害廃棄物処理に関する知見提供 
 <支援要請等> 
  環境省 

自主 

公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団 
 設立：1989年 
  目的：本財団は、廃棄物・３Ｒに係る情報、調査、技術開発、研究 
   及び３Ｒの推進等に関する事業を行い、もって生活環境の保全 
   及び公衆衛生の向上を図るとともに、環境負荷の少ない持続可能 
   な循環型社会形成の推進及び地球環境の保全に寄与することを 
   目的とする。 

<文書/発表日> 
・月刊廃棄物「震災を永遠につたえる」          平成25年              
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jwrf.or.jp/img/p51d524cbec26b.pdf 

 概略：廃棄物利用のモニュメントについて 

公益社団法人日本下水道協会 
 設立：1964年 
  目的：本協会は、下水道に関する調査研究等を行うことによりその 
   着実な普及と健全な発達を図り、公衆衛生の向上、地域社会の 
   健全な発展、公共用水域の水質保全を通じて地球環境の保全に 
   資し、もって国民生活の向上に寄与することを目的とする。 

自主 

県 

市町村 

国 

自主 

自主 

県 

国 

国 

自主 

23 



<文書/発表日> 
・東日本大震災                       平成23年5月 
     道路の災害復旧記録                              
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.road.or.jp/news/pdf/110502.pdf 

 概略：被害、復旧状況のまとめ 

 
・機関紙「道路」                       平成23年4月 
       震災特集          
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.road.or.jp/dl/index.html 

 概略：タイトルのみ公開 
 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  被災情報のまとめ、災害対応の顕彰   
 <支援要請等> 
   

<文書/発表日> 
・道路建設2011-  6月号                 平成23年6月                                   
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.dohkenkyo.com/kikansi/201106.htm 

 概略：震災特集号（目次のみ） 
 

・防災マップ 東北地区アスファルトプラント 4月5日版改定  平成23年4月                                   
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jrca-chapter.net/tohoku55/index.htm 

 概略：GISによるアスファルトプラント検索 
 
 

⑭.その他 

国 

県 

市町村 

国 

震災での活動について 
 <活動概要>   
  震災復興支援会議の設立、実地調査/報告 
 <支援要請等> 
   

自主 

<文書/発表日> 
・東日本大震災による設備被害と耐震対策報告書 平成25年9月              
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jabmee.or.jp/news/report_taisintaisaku_20130905.pdf 

 概略：ビル公共施設の被害調査と今後の設計指針 

公益社団法人日本道路協会 
 設立：1947年 
  目的：本協会は、国内外の道路の果たす多様な役割を通じて、国民 
   生活に不可欠な道路政策のあり方を研究し、道路に関する知識 
   の普及啓発に努め、道路及び交通の発達を推進し、もって公共 
   の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

自主 

県 

国 

国 

自主 
自主 

一般社団法人日本道路建設業協会 
 設立：1945年 
  目的：本協会は、道路建設技術の向上、研究開発及び道路建設業の 
   健全なる発展を図り、もって道路整備の促進に協力し、公共の 
   福祉の増進に寄与することを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  災害対策本部の立ち上げ、散水車等の派遣   
 <支援要請等> 
 平成23年3月12日 国土交通省より災害応急対応の要請 
 高速道路会社 

国 

県 

自主 

一般社団法人日本設備設計事務所協会 
 設立：1963年 
  目的：この法人は、我が国の設備設計事務所の業務の改善と社会的 
   地位の向上に努め、もって建築文化の興隆に寄与することを 
   目的とする。 

一般社団法人日本電設工業会 
 設立：1948年 
  目的：本会は、電気工事業並びにその関連事業の健全なる発達を図り、 
   国民生活の保安と公共の福祉増進並びに産業の振興及び文化の 
   向上に資することを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要>   
  情報収集、設備点検支援 
 <支援要請等> 
  平成23年3月12日 国土交通省より災害応急対応の要請 
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<文書/発表日> 
・東日本大震災                       平成24年2月 
     電気設備被害調査報告賞                              
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.jeca.or.jp/ex/120326b.pdf 

 概略：被害アンケート調査 

 

⑭.その他 

国 

県 

市町村 

国 

<文書/発表日> 
・震災復興プロジェクト                   平成24年              
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.enaa.or.jp/research/reconstruction 

 概略：防災型スマートシティ構想について 

自主 

県 

国 

国 

自主 

国 

県 

一般財団法人エンジニアリング協会 
 設立：1977年 
  目的：この法人は、エンジニアリングに関し、産学官の協力を得て、 
   社会・経済の進展に適応する技術・学術体系の確立その他の 
   基盤整備を推進することにより、エンジニアリング産業の健全 
   な発展に資し、もって国内外の社会・経済の持続可能な発展に 
   寄与することを目的とする。 

一般財団法人日本環境測定分析協会 
 設立：1973年 
  目的：本会は、環境への負荷に係る計量証明又は計測（以下、「環境 
   測定分析」という。）に関する知識及び技術を普及し、環境 
   計量士をはじめとする環境測定分析に携わる者の資質を高める 
   とともに、環境測定分析事業の適正な管理の推進を図ることに 
   より、環境測定分析に対する社会的な信頼性を高め、もって、 
   環境の保全に寄与し、国民経済の健全な発展と公共の福祉の 
   増進に貢献することを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要>   
  ボランティア環境分析 
 <支援要請等> 
  環境省 

一般社団法人建築設備総合協会 
 設立：1938年 
  目的：この法人は、都市、建築物における計画、構造、設備、機器、 
   材料、施工、管理等の建築及び設備の綜合的進歩発展に関する 
   事業を行い広く社会に寄与する事を目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  被災状況の調査   
 <支援要請等> 
  東日本大地震調査支援本部 

<文書/発表日> 
・東北地方沖地震建設設備被害に関する       平成23年6月 
      調査報告                                   
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.shasej.org/oshirase/1203/saigaichosa201108.pdf 

 概略：ビル設備等の被害調査 
 

・東日本大震災による設備被害と耐震対策報告書      平成25年9月                                   
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.jabmee.or.jp/news/report_taisintaisaku_20130905.pdf 

 概略：吊部分等の被害状況まとめ、対策について 
 
 

自主 

自主 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  震災復興プロジェクトの提言、推進   
 <支援要請等> 
  経済産業省、宮城県 

国 
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<文書/発表日> 
・JEMCA ボランティア環境測定分析を終えて     平成23年6月                            
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.jemca.or.jp/info/earthquake/pdf/volunteer_report.pdf 

 概略：土壌、水の無償分析についての総括 

 

⑭.その他 

国 

県 

市町村 

国 

<文書/発表日> 
・東日本大震災廃棄物対策への協力         平成24年              
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.haikonkyo.or.jp/infor.html#info_shinsai 

 概略：震災支援で可能な業務、震災の調査業務について 
 

自主 

県 

国 

国 

自主 国 

県 

一般社団法人日本廃棄物コンサルタント協会 
 設立：1986年 
  目的：本協会は、廃棄物・資源循環マネジメントの技術水準の向上を 
   図り、また、廃棄物コンサルタントの社会的信用並びに経営基盤 
   の確立に努め、その健全な発展を図り、もって廃棄物の発生抑制、 
   再使用、再生利用、エネルギー回収並びに適正処理に貢献する 
   ことにより、生活環境の改善、公衆衛生の向上、循環型社会 
   並びに低炭素社会の形成に資することを目的とする。 

一般社団法人日本プロジェクト産業協議会 
 設立：1983年 
  目的：本会は、民間諸産業による業際的協力と産官学民の交流を通じ 
   て英知を結集し、国民の安全安心と持続可能で豊かな社会づくり 
   に向けて、産業・経済、環境・資源・エネルギー、教育、 
   国土・防災・都市・地域計画等、立国の根幹に関わる事項の研究 
   ならびに実現活動を行うことにより、国家的諸課題の解決に 
   寄与し、日本の明るい未来を創生することを目的とする。 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  災害廃棄物対策検討委員会傘下、災害廃棄物処理に関する提言  
 <支援要請等> 
   
<文書/発表日> 
・東日本大震災復興に向けて「緊急プロジェクト提言」 平成23年6月 
      調査報告                                   
 インターネット公表    有  無 
 URL:http://www.japic.org/information/post_48.html 

 概略：復興への提言 
 

・災害後の「復旧・復興、防災に                 平成23年11月     
       有効な技術、製品についてのアンケート」                                
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.japic.org/information/post_49.html 

 概略：アンケート調査結果報告 
 
・東日本大震災復興に向けて「中間とりまとめ」         平成24年3月                                    
 インターネット公表    有  無 
 URL: http://www.japic.org/information/post_52.html 

 概略：緊急提言に対する成果報告 

自主 

自主 

震災での活動について 
 <活動概要> 
  技術情報の支援、災害廃棄物の処理に関する調査   
 <支援要請等> 
  環境省 

国 

自主 
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全ト協会 
緊急物資輸送開始 

岩手、宮城、福島
建設業協会 
啓開作業開始 

2
0

1
1

.3
 

時間 

一般 
廃棄物 

自主 

国 

環境省/国交省 
協力要請 

産業 
廃棄物 

建設 解体 輸送 セメント 
国、自治体

等 

全都清 
対策本部設置 

3
.1

2
 

自主 

3
.1

4
 

自衛隊 
大規模震災災害派遣 3

.1
1

 

政府 
対策本部設置 3

.1
1

 

協定 

国 

3
.1

1
 

全都清 
施設被害アンケー

ト実施 

自主 

3
.2

5
 

各団体 
対策本部設置 

自主 

3
.1

1
 

3
.1

2
 

鉄道貨物協会 
石油輸送 

3
.1

8
 

国 

岩手、宮城、福島
建設業協会 
応急復旧開始 

3
.1

8
 

県 

国 

宮城県建設業協会 
汚水仮設処理 

県 

3
. 

岩手、宮城、福島
建設業協会 
港湾啓開 

3
.1

7
 

県 

国 

日本内航海運 
総連合会 

石油/物資輸送 3
.1

7
 

国 

日本港運協会 
荷役作業員の派遣 

国 

3
.1

4
 

福島県建設業協会 
仮設住宅着工 

県 

県 

市町村 

協定 

復旧/復興 

救援活動 国 

自主 

（団体名） 
実施内容 

要請元 実
施

日
付

 

要請元凡例 

 外枠色凡例 

発表/提言
等 

災害廃棄物 

し尿等 

避難ごみ 

外枠色は実施内容の種別
を表す。 

…自主的活動 

…県の要請 

…市町村の要請 

…各省庁の要請 

…協定による活動 
 

凡例 

震災発生からの各業界団体の動き（２０１１年３月） 

※日付のないものは既存資料から情報が入手できていない。 
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2
0

1
1

.3
 

時間 

プラント 
レンタル・
リース 

燃料 薬品 処理困難物 
し尿/避難
所ごみ 

リサイクル 

JEFMA 
政府要望書 

自主 

3
.1

8
 

環整連 
し尿運搬 

3
.1

9
 

石膏ボード工業会 
石綿含有ボード情

報 3
. 

国 

県 

市町村 

協定 

復旧/復興 

救援活動 国 

自主 

（団体名） 
実施内容 

要請元 実
施

日
付

 

要請元凡例 

 外枠色凡例 

発表/提言
等 

災害廃棄物 

し尿等 

避難ごみ 

外枠色は実施内容の種別
を表す。 

…自主的活動 

…県の要請 

…市町村の要請 

…各省庁の要請 

…協定による活動 
 

凡例 

自主 

JEFMAMA 

廃棄物処理施設
被災状況調査 

3
.1

4
 

国 

自主 

建機工 
相談窓口設置 

自主 

3
.1

5
 

レンタル協 
ストーブ等物資調

達開始 

3
.1

4
 

県 

国 

製薬協 
医薬品調達 

3
.1

4
 

国 

自主 

製薬協 
被災３県に 
医薬品輸送 

3
.2

4
 

国 

県 

国 

震災発生からの各業界団体の動き（２０１１年３月） 

※日付のないものは既存資料から情報が入手できていない。 
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2
0

1
1

.3
 

時間 

独立行政 
法人 

学会 その他 

県 

市町村 

協定 

復旧/復興 

救援活動 国 

自主 

（団体名） 
実施内容 

要請元 実
施

日
付

 

要請元凡例 

 外枠色凡例 

発表/提言
等 

災害廃棄物 

し尿等 

避難ごみ 

外枠色は実施内容の種別
を表す。 

…自主的活動 

…県の要請 

…市町村の要請 

…各省庁の要請 

…協定による活動 
 

凡例 

JAOE 
 臭気面の配慮に
ついての情報 

3
.2

5
 

自主 

JWWA 
下水施設被害調

査 3
.1

5
 

国 

震災発生からの各業界団体の動き（２０１１年３月） 
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2
0

1
1

.4
 

時間 

一般 
廃棄物 

産業 
廃棄物 

建設 解体 輸送 セメント 
国、自治体

等 

全都清 
災害廃棄物収集支

援開始 4
上

旬
 

国 

全都清 
施設被害アンケー

ト結果公表 

自主 

4
.2

0
 

全清連 
災害廃棄物収集支

援開始 

4
2

0
 

国 

環境省 
災害廃棄物処理 

協力要請 
（全都道府県） 

4
.8

 

仙台建設業協 
災害廃棄物処理開

始 

4
2

2
 

産業廃棄物振興
財団 

現地調査 

4
1

1
 

国 

自主 

岩手県建設業協 
災害廃棄物処理開

始 

4
1

1
 

国 

緊急輸送継続 

 
全国解体工事業
団体連合会 

 
・被災地におけ
る災害廃棄物適
正処理推進に係
る技術支援班参

加 
「アスベストＤ
Ｂ作成委員会」

に参加 
「震災復興現場
解体工事講習
会」に講師派遣 
「被災地解体工
事アドバイザー
事業」にアドバ
イザー派遣。 

｢フロン回収・破
壊法施行状況等
調査委員会」に

参加。 
「石綿の飛散防
止に関するモデ
ル事業運営検討
会」参加。 

国 

震災発生からの各業界団体の動き（２０１１年４月） 
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